譲渡等の情報提供書の様式の例について
大学遺伝子協・組換え生物等委員会
　カルタヘナ法第26条では、遺伝子組換え生物等を譲渡・提供・委託して使用等をさせようとする者は、相手方に適正な使用情報などの事項に関する情報を提供しなければならないと定めており、これを行わなかったことによる情報提供義務違反が生じています。
情報提供の際は、文書の交付、容器等への表示、FAX、電子メールなど、確実に情報提供したという証拠が残る方法が必要です。提供すべき情報の内容は施行規則第33条で定められていますが、様式は定められておらず、適切な様式の例が望まれていました。また、譲渡の際の許可や届出等の必要性が機関毎でまちまちであり、譲渡･譲受の管理が十分ではないとの意見もあります。
　そこで、大学遺伝子協では、第二種使用等を対象とした「遺伝子組換え生物等の譲渡等の情報提供書」の様式例を作成しました。本様式例は、必要な事項を含めた上でできるだけシンプルにすることとしました。具体的には、
1） 施行規則に定められている情報の内容

· 遺伝子組換え生物等の第二種使用等をしている旨

· 宿主又は親生物の名称、組換え核酸の名称

2） 譲渡者等の連絡先

3） 譲渡者の所属機関における実験計画に関する事項
4） 大臣確認の要否

5） その他の欄に施行規則第16条に関する記述

6） 譲渡者の所属機関の安全主任者の確認

が盛り込まれています。なお、5）については、機関で譲渡を適正に管理する上で必要な事項となります。
また、記載した様式は送付の際にコピーをとって情報提供した証拠として各機関で保存しておけば良いと思われます。
記載例もつけてありますので、ご利用いただければ幸いです。ご利用の際、使用許可はいりません。ダウンロードしてほぼそのまま、あるいは適当に改訂してお使いください。
